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「3月以降にコロナ感染拡大」

 コロナウイルスの中でも感染力の高いオミクロン型変異株の感染が中国では3月に入って急拡大しました。

3月中旬には長春市、深圳市が域内のロックダウンを行い、3月下旬には上海市が東西に分けてロックダウン

を行いました。上海市のロックダウンは4月20日時点では解除されていない上に、20以上の都市でロックダ

ウンまたは厳しい移動制限が行われています。

「中国の感染抑制能力は依然として高い」

 4月に入って中国の一日当たり新規感染者数は無症状患者を中心に約3万人に増加しました。中国の

人口が14億人超であることから、新規感染者数を日本の人口規模に換算すれば、おおよそ2,500人程度

と計算できます。中国の感染抑制能力は依然として高いことがわかります。また、4月20日時点では、4月

13日の29,411人がピークであった模様であり、その後、減少傾向を示しています。

2022年4月22日

※当資料は「アジアリサーチセンター」のレポートを基に作成しています。

ゼロコロナを続ける中国

“プロ”に聞く！

図表でチェック！

【中国の新規感染者】

（注）データは2022年1月1日～4月19日。
（出所）CEICのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

「ゼロコロナ政策の今後は？」

→ゼロコロナ政策を継続しつつも規制を緩和の方向

中国

（月/日）

（人）
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「上海市のロックダウンは予定を延長も徐々に緩和の方向」

 3月上旬に、中国政府はゼロコロナからウィズコロナへ移行するのではないかという観測が浮上しました。３

月4日、全人代報道官は記者会見で、中国のコロナ方針は「動態清零（dynamic zero corona)」で

あるとし、字義通りの感染者数ゼロを目指すのではなく、早期に感染源を特定し、早期に感染を抑制する

ことだと述べました。3月17日、党中央政治局常務会議で習近平総書記は、コロナ方針に関して、最小

限のコストでより高い抑制効果を目指すべきだと公式に発言しました。党指導部は、動態清零について、

①景気への負荷の抑制、②感染の抑制という相反する目標を政府に提示したことになります。

 3月14日に始まった深圳市のロックダウンは予定通り1週間で解除されたことから、ゼロコロナ方針であっても

防疫措置の強化期間は短縮されるとの観測が浮上しました。その後、上海市は3月28日から4月1日まで

東部、4月1日から5日まで西部と順番にロックダウンを行う予定でしたが、感染を抑制できないため、4月

20日時点でも感染が抑制された一部の地域を除き、ロックダウンが続いています。一方、上海市はサプラ

イチェーンへの負荷がなるべく小さくなるように、4月中旬から関連分野の規制を徐々に緩和し始めまし

た。例えば、市外の運搬車両に特別許可証を発行し、上海市に入ったまま地元に戻れない状況を解決し

ました。また、自動車などサプライチェーンの影響が大きい業種や重要性の高い一部の業種では、職場と住

居の往来のみを条件に出勤を許可する例もあるようです。
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「4-6月期の景気の下振れ懸念が高まる」

 上海市の経済規模は全国の約4％と大きく、サプライチェーンの要所でもあるため、上海市のロックダウン

は全国規模で景気の下振れ圧力となっています。上海市以外にも、ロックダウンなど厳しい移動制限を

行っている地方都市が20以上あることから、景気下振れ圧力は更に高まりそうです。4-6月期の成長率

は前年同期比で4％台前半と1-3月期の同4.8％から鈍化すると予想します。一方、上海市の最近の

例に見られるように、サプライチェーンへの影響を軽減するために、4月20日時点では、31省・自治区・直

轄市のうち少なくとも23の地方政府が条件付きで移動の特別許可を与える方針を決定しています。こうし

た事例は更に増えてくる可能性があります。

「年後半には景気持ち直しがメインシナリオ」

 ３月7日に発行した「アジアトーク：景気安定を目指す中国政府」で言及したように、中国政府は大規模

な財政政策パッケージの予算を獲得しています。歳出予算の前年実績対比は＋8.4%と2016年以降

では最大の伸びを確保しているだけでなく、減税規模（行政費用の削減含む）は2.5兆元と、2021年

の約1兆元から大幅に増加しています。これら財政パッケージを執行すれば、2022年後半には景気は持

ち直すと予想します。もっとも、その大前提としてコロナ感染が年後半には落ち着いていることを指摘できま

す。感染が再び拡大すれば、防疫措置の強化によって財政政策の執行が困難になると判断します。

（注1）データは2011年～2022年。
（注2）歳出の伸びは歳出予算額を前年の歳出実績額で割った伸び率。
（出所）全人代、人民日報、新華社などの情報を基に三井住友DSアセットマネジメント作成

【歳出の伸び】
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【経済指標指数】

（注1）データは2021年1月～2022年3月。
（注2）国家統計局が発表した季節調整済み系列から計算。
（出所）CEICの情報を基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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https://www.smd-am.co.jp/market/arc/2022/asiatalk220307.pdf
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「ゼロコロナが雇用安定を損ねるリスク」

 3月の都市部失業率は季節性に反して上昇し、5.8％となりました。ゼロコロナ方針の下で、コロナ感染

が拡大したため、防疫措置の強化も相俟って景気モメンタムが低下し、雇用環境が悪化したためです。

22Q1の都市部失業率は平均で5.5%となり、政府の年間目標値と同じになりました。22Q2の景気鈍

化を前提にすれば、都市部失業率は一時的に政府目標値より悪化する可能性があります。全人代で政

府が雇用安定の重要性を強調した主な理由は、社会安定を持続させるためです。一方、中国では地方

間の医療環境の格差が大きいことや高齢者のワクチン接種が遅れていることなどを、ゼロコロナ方針の主因

として、人民日報は4月8日の記事で指摘しています。皮肉なことに、ゼロコロナ政策を続けることによって、

雇用安定が損なわれるリスクが顕在化しつつあります。一方、上海市をはじめ多くの地方政府が条件付

きで移動の特別許可を与えることでサプライチェーンへの負荷を軽減しようとしています。政府はゼロコロナに

おいても、雇用安定を維持できるように、姿勢を修正し始めていると考えられます。

図表でチェック！

（注）データは2018年1月～2022年3月。
（出所）CEICのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（年/月）

【中国 都市部失業率】


